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本論は，わが国における，政治教育を中心とする社会科教育の実態を概観するとともに，欧米の政治教育を瞥見し，
わが国の問題点を捉えたうえで，今後の政治教育の方向性を示すものとしての政策中心学習を構想し，その意義等に
ついて考察している。
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１ はじめに

わが国は戦後，日本国憲法の下で日本なりの民主社会
の形成を目指してきたが，戦後六十年余が経過し，日本
国民は本当にその民主主義を享受し，かつ活用している
といえるだろうか。換言すれば，実態として個人，家族，
地域共同体や職場などの諸集団・組織の中で民主的価値
が十分内在化されているといえるだろうか。答えは，否
であろう。たとえ内在化しているとしても十分とはいえ
ないであろう（１）。あくまでも相対的なものではあるが，
欧米と比較した場合，民主的価値がわれわれの行動を強
く規制しているとはいえないであろう。確かに戦後国民
の権利意識は拡大したといえようが，他者を含む個人へ
の尊厳，粘り強い議論，多様性の尊重等が社会の隅々に
いきわたっているわけではない。このような状況に対し
て保守派からは，「公」が喪失したという批判や国民の
義務を強調する議論が生じている（２）。また，民主社会を
維持・運営するには，国民一人ひとりに民主社会を維持
する意欲と自立的で柔軟な思考力が要求されるが，この
思考力を含む応用力は，相対的に低下してきている（３）。
民主社会では，自己の主張のみならず，他者の主張のメ
リット，デメリットを十分理解したうえで，粘り強く共
同もしくは協働して合意を作り出していかなければなら
ないが，わが国における民主社会の日常では，政治が忌
避され，投票率は他の先進国と同様とはいえ低下傾向に
ある。また，他者委譲や長いものに巻かれろというメン
タリティなどが残存し，「観客民主主義」や「お任せ民
主主義」がまかり通っている。政治教育のひとつのエー
ジェントであるマスメディアは，熟考を促すような番組
作りに乏しく，多くが視聴率重視の弊害に陥り，思考力
を鍛えることに成功しているとはいえない。
わが国の民主化を国民の要求に応えるという観点から，

戦後の政策群を見れば福祉国家の実現のみならず，消費
者主権の確立，情報公開の進展，アカウンタビリティの

強調など，一定の前進が見られるが，タウンミーティン
グにおけるやらせ問題，教育におけるいじめの頻発，人
格と意見が分離しない会議の横行，薬害エイズ事件など
に見る国民不在の政策など，依然として「擬似的デモク
ラシー」と呼ばれる事態が存在しているのではなかろう
か。確かに，選挙を始めとする民主主義制度はそれなり
に機能しているが，その前提としての自己をも疑う知性，
他者との意見をすり合わせていくことの重要性，多数者
と少数者との関係への理解などが，人々の生活実感に浸
透しているとはいえない。
ところで，本来社会科（Social Studies）は戦後直後

に民主主義を目指すために作られた教科であったが，以
上の状況認識にかんがみ自省をこめて述べれば，これま
での社会科は十全な機能を果たしてはこなかったのでは
ないだろうか。もちろんこれまで問題解決学習など，優
れた社会科教育の取組が存在する（４）が，それが点から線
へ，線から面への広がりをもてなかったといえよう。実
際，生徒や学生における社会科への理解は，暗記教科と
位置づけられている。また，その中に含まれる政治教育
は本来であれば，社会科の中心教科といえるものである
が，実際にはそうはなっていないのが実情である。
また，大学における政治（学）教育は，個々の研究者

の視点が強いため，体系的な民主教育を実現していると
はいえない。このような状況が，戦後直後に生まれた人
間が還暦を迎えた現在においても民主主義が定着するこ
とにはならない原因を作り出しているといえる。さらに，
政治不信や政治的無関心の背後に，政治家の腐敗などの
問題が横たわっていることはいうまでもないが，この影
響も受ける形で，世代ごとの不信や無関心の拡大再生産
が進むことが危惧される。投票に行かない大人や政治か
ら遠ざかる大人がこのまま増えていけば，それを見てい
る子どもたちはますます投票に行かないことなど，当然
と思ってしまうことになろう。
民主社会の存続には，大きく教育が関わる。専制やア

ナーキィを防ぐためのみならず，政治を国民のものとす
るために，さまざまな政治教育カリキュラムを充実させ連絡先著者：
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ていかなければならない。
本稿は，以上の問題関心に立脚しつつ，特に学校教育

を中心として今後の政治教育の方向性を見定めていくこ
とをその狙いとする。具体的には，政治教育を中心とす
る社会科教育の実態を概観するとともに，欧米の政治教
育の実際を把握した上で，今後の政治教育を展望するこ
とを意図する。
構成としては，わが国の社会科教育の現状を分析する

とともに，欧米の社会科教育もしくはシティズンシッ
プ・エデュケーションを概観し，それらを参考にしなが
らわが国の方向性を政治リテラシーの構築におき，その
実現のための政策中心学習を構想する。

２ わが国の社会科教育の実態―政治教育を中心と
して―

わが国の社会科は，アメリカのSocial Studiesを移植
する形で，前述のように戦後民主主義を実現することを
目指して設定された。ほぼ同時期につくられた教育基本
法においては，政治教育の条文（旧八条，新教育基本法
十四条）が設けられ，その第一項で政治的教養の重要さ
が謳われたにもかかわらず，第二項にある政治的中立性
が，政治教育の伸張の妨げになってきた面が見られるこ
とは周知の事実である。
政治教育は，民主教育をその主眼と考えれば，社会科

教育の中心といえるものであり，政治教育は，社会科教
育と同義であるともいえよう。
しかしその後の展開は，必ずしもそういう形にならな

かった（５）。実際，社会科教育の中でも政治教育を専攻す
る教員の数は限られているとともに，大学で政治学を専
攻する研究者たちも政治教育への関心は全体として低調
であり（６），社会科教育と政治学専攻の研究者間の交流も
十分でなかったといえよう。もちろん政治学者の中でも
一部の例外はある（７）が，どちらかというと現実政治の改
革への志向性を持ち，行動する人たちはいるものの，小
中高校を含む政治教育にはほとんど眼が向かなかったと
いえよう。
それでは次に，戦後の政治教育は，どのような特徴を

持ってきたのであろうか。
工藤文三が，「第二次世界大戦後の社会科系教科にお

ける政治学習の特色は，日本国憲法の理念や仕組みを政
治学習の中心においてきた」（工藤，２００２年，１頁）と
述べるように，時代ごとの力点の変遷はあるが，実態と
しての学習内容は，制度をベースとしてきたといってよ
い。あわせて，佐長建司がまとめているように，暗記学
習であったことや近年における調べ学習などの学習の活
動化による内容のない学習もその特徴として挙げられよ
う（佐長，６４～６９頁）。結果的に，思考力をはぐくむ形
で授業を展開することは難しく，それは総合的学習の時
間が設けられてからも変わらなかったといえる。
学校別に，関連科目等を見ると，初等・中等教育にお

ける政治教育は，小学校４学年の地方自治関係，６学年
の政治，中学校３年の『公民』（１９６９年導入）における
政治，高等学校での『現代社会』と『政治・経済』によっ
て担われてきたといってよい。小学校では４年の地域学

習が関わるとともに，小学校６年の政治で扱われてきた
が，この段階ではほとんど社会科見学などを除けば，制
度学習を中心としている。また，小学校６年の政治は，
小学校で始めて本格的に導入されるものであるが，中学
校を受験する生徒たちを中心に時間が十分に確保されな
い部分がある。また，中学校における公民の授業は，前
述のごとく３学年で実施され，これも受験を考えると，
十分な時間が取れないことになる。
高等学校では，公民の授業は，現代社会（１年生）と

政治・経済（３年）の科目で扱われるが，特に３年の政
治・経済は，受験と重なり十分な時間がとられておらず，
また必修にもなっていないのが実情である。ここでも全
体として考えさせる授業は，教師によって異なるとはい
え，少ないのが実情である。
大学ではどうか。政治学という科目を設けていない大

学も多く，設置しているとしても複数の関連下位分野を
おいている大学は少数である。講義内容としては，政治
をどう教えるかという体系的なシステムが十分出来上
がっておらず，個々の研究者の関心の基にシラバスが作
られ，必ずしも民主社会へ参画するための授業として組
みあがっているわけではないのが実態である。

３ 欧米における政治教育

ここでは，英米独の状況を概観する。
まず，イギリスの政治教育から見ておこう。
イギリスでは，１９６０年代に政治学者のＢ・クリックの

尽力により，その体系化が図られ，それは，１９６０年代後
半から１９７０年代初頭にかけての政治的リテラシー運動の
一部として展開したといってよい。この運動では，政治
的リテラシーの必要性とともに，政治的議論を評価し，
さまざまな政策案に関連して洗練された判断を下すため
のスキルを修練することが謳われた（Crick & Lister）。
しかし，１９８０年代は，保守党政権の下でその歩みが停滞
することになる。
その後，１９９０年代に入り，労働党政権が誕生すると潮

目が変わることになる。ブレア政権は，保守党政権の教
育方針を基本的に継承したものの，ナショナル・カリ
キュラムの見直しとその中にシティズンシップ・エデュ
ケーションを含むことを予告し，その結果，市民科が，
１９９９年のナショナル・カリキュラムにおいてキィステー
ジ３（７～９学年，１１～１４歳）およびキィステージ４（１０
～１１学年，１４～１６歳）で一教科と認定され，公立学校で
の実施が義務付けられた（２００２年から実施）。この教科
（市民科）の設定においては，先述のクリックを議長と
する諮問グループ（the Advisory Group on Education
for Citizenship and the Teaching of Democracy）の提
言が大きく影響したといってよい。この提言は，Ｔ・
Ｈ・マーシャルの自由主義思想に基づく公民的シティズ
ンシップ，政治的シティズンシップ，社会的シティズン
シップに関する議論を引き継いでいるものの，それにリ
パブリカン的かつコミュニテリアン的な考え方が入り，
権利と義務の両者が強調されている。
彼が考える政治的リテラシーとは，「政治について一

定の見識を持った人間たらしめるのに必要な知識，スキ
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ル，態度」（Crick, p. １６）である。市民科の柱としては
他に，「社会的・道徳的責任」と「コミュニティへの参
画」が挙げられるものの，政治的リテラシーがその中心
にあり，他の２者を結びつける構図となっている。必要
な知識とは，各文脈におけるアクター，権力構造に関す
るもののみならず，プロセスに関する情報も含まれる。
この知識は，政治を理解する基礎的なフレームを作成す
るための最低限の知識であり，日常的な参加のために必
要な知識であるといえる。スキルについては，他の人々
との調整や積極的参加のためのものであり，態度は，価
値観と関わっている。
現行の市民科のカリキュラムでは，市民の権利と責任，

投票の重要性，地方と国の役割，多文化社会としてのイ
ギリス，司法制度，公共サービス，メディア，ボラン
ティア組織，経済，持続可能な開発などを理解させるこ
とを目標としている。
次に，アメリカではどうか。アメリカでは，イギリス

とは異なり，市民科を教科として課すことはしていない
ものの，Ｔ・ジェーファーソン，Ｊ・デューイの伝統を
受け継ぎ，良い市民を育成するために，社会科，より狭
くは政治が授業科目として教えられている。多くは，憲
法，権利章典，連邦議会・行政府・裁判所の機能，中央
地方関係などを中心に，政治史，政治制度のみならず，
政治過程に関する情報も与えられている（吉村，１９９０年，
１９９６年，１９９９年）。１９６０年代から１９７０年代には，政治科
学や比較政治学を基礎とする科学的な政治学習が登場し
たものの，その後は，憲法や政府組織に関する制度学習
が中心となったとする指摘もあるが，全体として，民主
教育としての政治教育は，過去５０年を振り返ると，民主
的価値，民主主義理念と民主社会に関する事実的知識，
社会的問題の研究，協働技術，反省的意思決定を行う技
術，学校や地域社会における活動の重要性がかわるがわ
る説かれてきたといってよい（Wade, p.７１）。
ここでは，近年において学校や地域社会での活動の重

要性を強調するナショナル・イシューズ・フォーラム
（National Issues Forums，以下NIFと略称）の動きを
みてみよう（磯崎，２００６年）。
� NIFの概要
NIFは，「熟慮ある対話」というべきデリバレーショ

ン（deliberation）を理論的基礎とする授業実践アプロー
チの一つであるが，決まった確固としたモデル，アプ
ローチ，定式化を有しているわけではなく，毎年実践者
たちによって改良され続けているものである。もともと
非営利のケターリング財団と公共アジェンダ財団が作り
上げたプログラムであり，１９８１年以降，さまざまな問題
に関するブックレットなどを発刊し，デリバレーション
のための基礎資料を提供してきている。また，１９８７年に
は，NIF研究所（National Issues Forums Institute）が
設立され，NIFを広める活動を行っている。
このNIFは，基本的にタウン・ミィーティングの伝統

に基礎を置く，学校や地域社会を含むフォーラムで，主
として争点ごとに三～四の選択肢を示しながら，審議・
熟慮を経ながら共通の土俵を構築しようとする試みと
いってよい。

� NIF実践の効用
Ｃ・Ｗ・アンダーソンは，市民的能力を六段階，すな

わち第一段階としての社会的制度の作動に関する正確な
知識の習得，第二段階としてのイデオロギーを含む批判
的分析，第三段階として問題解決のためにもっとも適切
なアプローチを考える力を身につけること，第四段階と
して公共問題をさまざまな観点から解釈する力の習得，
第五段階として，共同行為のための基盤を見出すために
さまざまな競合する選択肢の中から選択肢を決定する力，
最後の第六段階として冷静に自分をも含む既存の優勢な
モデルを批判する力に分けた （Anderson, pp.１９６―２０２）
が，NIFはこれらの能力を育成できる一つのモデルと
なっているといえよう（８）。
それでは，ドイツではどうか。
ドイツでは，戦前のファシズムの台頭への反省から，

政治教育の目標として，政治参加に必要な判断力と行動
力の獲得を目標にカリキュラムが組まれてきたといって
よい。
政治教育学および青少年・成人政治教育のための学会

が２００３年に「学校における政治教育のナショナル・スタ
ンダード」を作成したが，その政治目標は，政治的成熟
とされ，それを三つの能力から捉えている。ひとつが，
政治的判断能力で，政治的な出来事や問題に関して，事
実および価値の側面から分析し，熟考的に判断する力で
あり，ふたつ目に政治的行為能力で，意見，価値や利害
関心を表明し，交渉を行い，合意を見出す力であり，最
後に，方法的能力は，上記の能力の前提になるもので，
時事的な問題などに対して，さまざまなアプローチを駆
使して，継続的に学習する力である。
このような能力を育成するために，初等・前期中等・

後期中等・職業教育別に具体的な目標が掲げられ，さま
ざまな実践がなされている（藤田，２頁）。

４ わが国における政治教育推進上の問題

以上見てきたように，欧米における試みはわが国の政
治教育にも大きな示唆を与えているといえる。確かに，
各国の導入の仕方は，それぞれの歴史や文化の違いが関
わるが，民主社会を活性化するための価値や手続きは共
通であり，そこには見習うべきものも多い。ここでは，
わが国における方向性を確定する前に，政治教育を推進
していく場合の障害について，以下整理しておきたい。

� 社会科や政治教育の重要度への認識が比較的弱いこ
と
昨今の流れとして，英語授業の小学校への導入，国語

力の強調，理数科教育の充実などは謳われ，中教審でも
授業時間数の増加が決定している。確かに主要五教科の
一角を占める社会科も時間数はやや増大するが，本来民
主教育の要と位置づけられるべき教科でありながら，全
体として歴史教科書問題などを除けば，社会的関心は薄
いといえる。なお，高等学校では，世界史は必修である
が，政治分野は，相対的にマイナーな存在になっている
ことも付け加えておかなければならない。
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� 現場でのカリキュラム開発に時間的余裕がないこと
全般的に小・中学校の先生は，授業以外に部活動，

ペーパーワークなどに忙殺されている。また，在職年数
が増えれば，新人の指導，クラス指導などにも追われる
ことになる。世界と比較して授業時間数はそれほどでは
ないが，他の業務に従事している時間が長いことは事実
である（OECD）。このような中で，政治教育の重要性
を理解している教員であっても，なかなか毎年新たな授
業案を作成するのは至難の業である。結局，政治教育は，
教科書および副読本を活用しての制度学習が中心となっ
てしまう（９）。

� 大学における教科教育と専門教育の連携が十分では
ないことおよび研究者の絶対数が少ないこと
これは，研究者養成の段階からの問題であろうが，両

者が交流する機会が少ないのが実態である。したがって，
政治教育を行う研究者が内外の政治学に関する研究を十
分にフォローできないことになってしまうとともに，政
治学を大学で教えている専門教科の担当者から見れば，
教員免許は必要でないため，ほとんど教科教育について
の知識がない研究者がほとんどである。
また，政治学研究者はもちろん，社会科教育を専攻す

る研究者の中でも政治教育をライフワークにしている教
員は非常に少ない。
以上，社会，小中の現場，大学それぞれに問題がある

が，研究者の不足等を嘆いていても始まらない。実施し
ていけるところからはじめなければならない。その場合
のポイントは，特に大学における政治学の知見を小中高
の各学校で展開できるだけのフレームが十分育っていな
いことであろう。それを解決するための方向として，以
下政策中心学習について議論してみよう。なお，ここで
は，政策中心学習を「政策を中心として，その事前，事
後を含む，政策をつくり，かつそれが影響する諸プロセ
スや諸環境を深く考察し，その知識を活かして市民の政
策づくりに資する学習」（磯崎，２００７年，２７１頁）として
捉えておく。

５ 政策中心学習の構想

政治教育の目標は，民主社会を維持・発展させるため
の，知識，スキル，態度を含む政治的リテラシーの向上
にあるが，わが国の政治教育の発展が十分ではないこと
を認めたうえで，この激しく変化する時代における生き
る力を養うことを基本として，政策過程の実態分析およ
び規範的分析をより体系的に取り込むことに主眼をおき
たいと考える。両者を取り込むことにより，現実の意思
決定では，いかに合理的意思決定がなされていないかが
十分に認識され，そのことにより合理的意思決定への要
請が高まることになる。
また，実態分析に関する知識が身につくことにより，

政治的リテラシーが向上すると同時に，どのようにして
政治的問題を解決し，政策合意に達するか，に関する方
法論を考察できる力がつくことになろう。さらに，規範
分析の成果を取り入れることにより，合理的意思決定を
行うための思考の枠組みなどが形成されよう。

ここでは政策科学の業績に立脚して，政策中心学習の
構想を組み立てる。ガンとホグウッドは以下のように政
策科学の守備範囲を考えている（Hogwood & Gunn, pp.
２６―２９）。
� 政策内容研究（studies of policy content）
政策の期限，意図などを特定政策ごとに分析する。

� 政策過程研究（studies of policy process）
いかに政策が作られるか，それぞれのステージごとに

分析する。
� 政策アウトプットの研究（studies of policy outputs）
統計的分析法などを使いながら，政策アウトプットの

指標に関する決定因をさぐる。
� 評価研究（evaluation studies）
結果が目的を達したのかどうかなどを評価する。

� 政策決定支援のための情報分析（information for
policy-making）
ある政策決定の支援および他の選択肢のもつ意味につ

いて助言する目的を持ってデータ収集や分析を行う。
� 過程の（改善）提案（process advocacy）
いかに政策の決定を行っていくべきかに関して，提案

する。
� 政策提案（policy advocacy）
文字通り，望ましい政策を提起し，その実現を目指す。
以上の分類は，大きくは，記述・説明的な研究と規範

的研究に大別され，それは，Ｈ・Ｄ・ラスウェルの「政
策および政策過程についての知識」（knowledge of policy
and the policy process）と「政策過程に関わる知識」
（knowledge in the policy process）と重なる。彼らの
言葉を使えば，「政策研究」（policy studies）と「政策
分析」（policy analysis）になる。
この研究分野は政策科学全体にわたるものであり，政

策中心学習は，この全体からアプローチしてゆくべきで
ある。まずは，記述・説明的な知識は，社会科における
科学的認識を形成する。そこが基礎であり，それが十分
理解される中で，政策過程や政策の「合理性」を求めて
進むべきである。
ところで，実際に授業を展開するに際しては，特定政

策を選択する方針は重要であるので，以下�～�までの
内容と分けて論じる。
� 政策選択の方針
政策とは，一般的に「政府がする（した）ことやしな

い（しなかった）こと」をさす。大きなヴィジョンもあ
れば，細部の事務事業までさまざまなレベルがあること
はいうに及ばない。どちらかというとこれまでいわゆる
「大きな決定」を素材にして考える傾向があったが，わ
かりやすさを考えれば，個人的意思決定のテーマに近い，
日常性に関連した決定から出発するほうが実感としての
政策中心学習が深まると考えられる。つまり，身近なと
ころから出発して，実体験にアプローチしていく面が必
要である。また，薬害エイズの問題のような不作為とし
ての政策を扱うことなどによって，市民の主体的な決定
の重要性が間接的ではあるが浮かび上がることになるの
である。
もう少し具体的に議論すれば，取り上げる政策が，政

策体系でどのように位置づけられるのか，たとえばス
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ローガンとしての政策か，基本的な柱となるべき政策か，
末端の事務事業かを考えておく必要がある。また，時系
列的に特徴が似ている政策群か，個別，単発的な政策か，
つまり一定のタイム・スパンで，政策群を捉えるのか，
一回性のものとして政策を見るか，といった違いにも着
目しておかなければならない。
また，政策を時間軸で眺めると，政策が革新されてい

るか，政策が継承されているか，政策が終了しているか
なども見極めておかなければならない（Hogwood, pp.
１８―２０）。
このように政策は多様に分類されるが，政策中心学習

の展開においては当然のことに生徒の関心をひきつけ，
深い理解を促す政策（群）の選択が望まれることはいう
までもない。
� 政策中心学習の内容
ホグウッドとガンのいう政策内容研究と政策過程研究

は，実証的政治学を中心に膨大な資料があり，個別的な
認識から一般的な認識に至るまで，分かりやすく，しか
も思考力を深める工夫をして提示していくことになる。
政策アウトプット研究は，政策過程研究を補完するもの
であり，評価研究は，短期，中・長期を含め目的，意図
と結果の乖離を分析するとともに，その原因を探ること
が一定程度可能である。評価研究は，記述的・説明的知
識と規範的研究の中間にあるが，ここでは「どうすべき
であったか」という問いとともに，規範的な方向性が強
く出ることになる。
次いで，政策決定者の政策支援であるが，民主社会に

とっては，主権者のためにどのような情報を集積，分析
するかが問われなければならない。それは政策過程を民
主化するということや政策自体を国民のものとするとい
う営みと関係し，それを深めることにより，政治教育，
社会科教育の目的に関わる市民的資質における価値観や
態度の形成に連なると考えられる。もちろんこのことは
「言うは易く，行うは難し」であるが，着実に実行する
ことが必要である。このような大きな裾野を持つ政策中
心学習が開花することが，政治教育，社会科教育の振興
に大きく関わろう。

６ 結びに代えて

２００５年の世界価値観調査（World Values Survey,
http:／／www.worldvaluessurvey.org.）によると，わが
国では，政治や政治家に対する信頼は低いものの，民主
主義という価値には絶大な信頼を寄せていることが分か
る。基本的に政治や政治家への「適度な」不信はあって
もよいが，過度の不信は，体制を崩壊もしくは激変させ
る可能性を持ちやすく，また国民における，あまりに高
い理想は，現実への幻滅を生じさせやすい（Crick, p.
２１）。この理想と現実とのギャップを埋めるためにも，
政治教育は重要である。説得を通じた「妥協の芸術」，
現実の交渉の困難さ，意図と結果の乖離などの実用的か
つ実践的な知識を増し，行動のためのベースを形成して
いくことが強く求められる。
そのために，政策中心学習の枠組みにおいて，多様な

政策を扱うことが重要であるが，特に政策の選択に関し

ては，３つのケースを想定して，授業案を構築する必要
性がある。第一は，政策の結果が比較的明示的になって
いるものである。第二は，政策がつくられた後の局面で
あり，かつ結果が明示的に出ていないもので，直後，５
年以内，５～１０年未満，１０年以上，と便宜的に分類可能
である。ここでは，政策と結果についての深い洞察力が
期待される。第三に，今まさに，ある主体が問題認識し
た時点のものであり，これが政策問題化し，政策立案に
連なり，さらに結果に関わる，長いプロセスを扱う。比
喩的にいえば，「固形物としての政策分析」から「流体
としての政策分析」へ進み，最終的に「気体としての政
策分析」に至るものと考える。
このような政策中心学習を段階的に実施してゆくこと

により，問題解決力，政策批判力，政策形成力が育成さ
れ，政治や政策への習熟が増すとともに，民主主義の手
続き的な価値の体得，態度形成も可能となろう。
最後に，今後の課題をまとめておきたい。
第一に，これまでの社会科教育研究を政策中心学習の

観点から整理しなおすことが要求されよう。政策中心学
習は，公共性を扱った社会科教育学研究（桑原，２００４年）
や社会的論争問題学習，問題解決学習，意思決定学習な
どと強く関連するが，それらの成果をベースに，その位
置づけを明確化する必要がある。
第二に，政策中心学習にかかる授業案をさまざまなイ

シューにおいて提示することが要請される。筆者は，市
町村合併を例とする高校向けの授業案を開発した（磯崎，
２００８年）が，さらにこの流れを加速し，他のイシューを
テーマとする授業案および小中を対象とする授業案など
を開発していく必要がある（１０）。
第三に，ここでは学校教育における政治教育を取り上

げたが，わが国の歴史，文化をふまえた上で家庭，有権
者，マスコミ関係者，政治家・行政官向けの政治教育に
も取り組むことが望まれる。

（注 釈）

� もちろん十分であると現状に満足しきっても問題は
生じることになる。民主主義は，「永久革命」ともい
われるが，その現状に満足し何もしないと，民主社会
は存続し得ないといえるからである。

� 一方では，ポスト・リベラリズム論としてコミュニ
テアリズム（共同体主義）が唱えられるが，この議論
と保守派の議論との共鳴が政策論を中心に見られるこ
とは論を待たない。

� 国際学習到達度調査（PISA）における科学的リテ
ラシーは，科学が関連する課題について，根拠ある結
論を導き出すための知識の習得と活用などとともに，
思慮深い一市民として科学的な考えを持ち，課題に自
ら進んで関わることと定義されるが，日本は，２０００年
２位であったものが，２００６年には，６位に低下してい
る。

� 最近では，ニューウェーヴの社会科といわれる，意
思決定学習，合意形成学習，開かれた価値観形成など
の実践的な試みがなされている。

� 戦後の社会科の発展経緯については，全国社会科教
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育学会『社会科教育学研究ハンドブック』，参照。
� 政治教育に関連する政治科学として，政治的社会化
（political socialization）の議論があげられるが，特
に日本では多くの研究がなされているわけではない。
政治文化の形成などとも関わるが，ここでは詳述しな
い。この政治的社会化や政治文化に関して，たとえば
内田，１９７６年，１９３～２０６頁，参照。

� 例外的な存在としてたとえば石田 雄や阪上順夫が
あげられよう。

� 同様の試みとして，パブリック・アチーブメント
（Public Achievement）があげられる。詳しくは，
小玉，http:／／www／publicachievement.org.，参照。

	 確かに，教科として市民科の設定およびその展開と
して，品川区，お茶ノ水女子大学附属小学校，立教池
袋中学校高等学校の試みなどがあるが，広がりを持つ
までにはいたっていないのが実情である。


 この授業案作りに関しては，「概念に基礎をおくア
プローチ」と「論点に基礎をおくアプローチ」の両者
が必要であり，特に前者は，後者の準備段階として位
置づけられるものである（Crick, p.９６）。
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